
 

 

 

 

 

省エネ推進・生産性向上・業態転換支援事業 

第３弾 名張のお店応援補助金申請書 

名張商工会議所 会頭  あて 

 省エネ推進・生産性向上・業態転換支援事業 第３弾 名張のお店応援補助金の交付を受けたいので、公募要

領に従い関係書類を添えて次の通り申請します。 

 

１ 申請者について 

 申請者情報を記入し、該当する項目に☑してください。 

申
請
者
情
報
（
い
ず
れ
か
に
✔
） 

☐ 

法

人 

フリガナ  

法人名  

フリガナ                    

代表者役職 

氏名 
 

市内事業所 

所在地 

〒 

 

（フリガナ） 

担当者  
同上可 資本金 万円  

連絡先 
電話番号 

携帯番号 
従業員 人  

☐ 

個

人

事

業

主 

フリガナ  

氏名  

フリガナ  

屋号（事業所名） 
 

 

市内事業所 

所在地 

〒 

 

連絡先 
電話番号 

携帯番号 

 

２ 事業の業種 

該当する業種を A～Rで記載してください 

（日本標準産業分類参照） 

 

（日本標準産業分類） 

A：農業・林業  B:漁業  C：鉱業・採石業・砂利採取業  D:建設業  E:製造業  

F:電気・ガス・熱供給・水道業  G:情報通信業  H:運輸業・郵便業  I:卸売業・小売業 

J:金融業・保険業  K:不動産業・物品賃貸業  L:学術研究・専門・技術サービス業  

M:宿泊業・飲食サービス業  N：生活関連サービス業・娯楽業  O:教育・学習支援業  

P:医療・福祉  Q：複合サービス事業  R：サービス業（他に分類されないもの） 

＊事務局使用欄 

受付 

番号 

 
様式１号 

申請日：令和 ６ 年  月  日 

裏面に続きます 



 

３ 購入目的（該当する項目に☑してください） 

□ コスト削減を目的とする  □ 業務改善を目的とする  □ 新たな収益獲得等を目的とする 

 

 

４ 添付書類 

  

① 事業所の実在が確認できる書類（該当する項目に☑してください） 

【法人】 

□ 直近の法人税申告書（別表一）の写し 

【個人事業者】 

□ 令和５年の所得税確定申告書Ｂ（第一表）の写し ＊青色申告者・白色申告者共通 

□ 令和５年の所得税青色申告決算書の写し ＊青色申告者の場合 

□ 令和５年の収支内訳書の写し ＊白色申告者の場合 

【決算期を一度も迎えていない場合】  

（法人）        □ 履歴事項全部証明書の写し又は法人設立届出書の写し 

（個人事業者） □ 個人事業の開業・廃業等届出書の写し 

 

※税務署関係の書類には収受日付印が押印（税務署において e-Tax により申告した場合、受付日時及び受付番号が 

印字）されていることが必要。収受日付印又は受信通知のいずれも存在しない場合には、提出する確定申告書類の

年度の「納税証明書（その２所得金額用）」（事業所得金額の記載のあるもの）を提出することで代替することができ

ます。 

 

② 補助対象製品・設備の見積書 

 

③ 補助対象製品・設備の内容が確認できる資料（該当する項目に☑してください） 

 

□ カタログ  □ ホームページの画面印刷  □ その他（              ） 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な取組と期待される効果を記載してください。 



 

法人名または

屋号を記入 
 

５ 支出計画・補助金申請額 

科    目 
見 積 先 店 舗 名 金 額 ( 税 抜 ） 

補助対象

経費 

製 品 名 称 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

（１）補助対象経費合計 

※１５万円を下回る場合は申請できません。 
円 

（２） 補助金交付申請額 ※上記（１）の２／３（千円未満切り捨て） 

（下限は１０万円、上限は５０万円となります。） 
   ０ ０ ０ 円 

 



様式２ 

          

 

省エネ推進・生産性向上・業態転換支援事業 

第３弾 名張のお店応援補助金 誓約書兼同意書 

 

私（法人・個人）は、省エネ推進・生産性向上・業態転換支援事業 第３弾 名張の

お店応援補助金の申請に当たり、次の事項を誓約及び同意します。 

 

１． 申請書類の内容に虚偽や不正があった場合又は交付要件を満たしていないこと

が判明した場合は、補助金の申請を取り下げます。また、補助金の交付後に虚偽

や不正が発覚した場合は、補助金を返還します。 

２． 令和 6 年 3 月 18 日時点で事業を実施しており、今後も事業の継続の意思があり

ます。 

３．申請に当たり、提出する書類の写しは全て原本と相違ありません。 

４．本補助金の対象となる製品、設備の導入経費において、同様の他の補助金を活

用しておりません。 

５．以下の事業から補助金を受給しておりません。 

    令和４年度 ポストコロナチャレンジ促進事業（名張市） 

    令和４年度 第２弾ポストコロナチャレンジ促進事業（名張商工会議所） 

６．導入した製品、設備等を転売しません。 

７．暴力団関係法人等に該当せず、かつ将来にわたっても該当しません。 

８．その他、別に定める省エネ推進・生産性向上・業態転換支援事業 第３弾 名張の

お店応援補助金の公募要領を遵守します。 

 

名張商工会議所会頭 あて 

 
          記入日 令和 ６年  月  日 

 

法人名又は屋号                              

 

申請における法人の 

代表者職・氏名 

又は個人氏名                                              

 

法人の代表者又は個人事業主が自署してください。 

※法人の場合、代表者が自署できない場合は代表者印（社印は不可）を押印してください。 


	様式1.申請書
	様式2.同意書

